憲　　法
第４回（令和４年１１月７日（月））
８　裁判（司法）への国民参加
　（１）憲法は司法への国民参加についてどう規定しているか？（ｐ１５３）
最高裁判所裁判官の国民審査（79条2～4項）・・・直接民主政の制度
　　　　　　※国民代表（国会）が決めた法律を裁判所が違憲・無効とできるのはなぜか？

　　　　　　　（違憲審査権は、積極的に行使すべきか？）

　　　　代表者（間接民主政）の多数派が出した結論が常に正しいという保証はない！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　多数決原理による意思決定（民主主義）vs個人の自由の尊重（立憲主義）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　憲法によって保障される人権が、多数決によって侵害されることを防止すべき。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　《政治》部門による民主的判断　　？　　《法》部門による理性的（理論的）判断
（２）裁判（司法）の民主化（国民参加）はどうあるべきか？
　　　裁判・・・①事実認定＋②法の解釈＋③事実への法の適用
　　陪審制　　・・・一般人が裁判の事実認定（①）を担当する制度

歴史的には、

国王の権力（国王の圧力に屈しやすい裁判官）から、自由を保障する役割。

↓　　

現在では、
国民の常識から離れがちな職業裁判官による裁判を一般国民がｺﾝﾄﾛｰﾙする役割。

※日本国憲法と陪審制・参審制
※裁判員制度（「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」）
　　　　→一定の重罪事件について、

6名の裁判員＋3名の職業裁判官が裁判所を構成、
　　　　　共同して①事実認定＋③法の適用（有罪無罪の判断＋有罪なら量刑も）を行う。

　　　　　（②法の解釈は、裁判官が決定し、裁判員はその解釈に従う。）

　　　　　「双方の意見を含む合議体の員数の過半数」で判断。

　　　　★有罪とするには、少なくとも1名の裁判官の賛成が必要。

　　　　　逆にいえば、2名の裁判官が反対（＝無罪と判断）しても、有罪となりうる。

　　　　　【問題点】法の専門家である裁判官の多数が無罪とするものを一般国民（裁判員）の参加によって有罪とすることが許されるのか？
　　　　★「裁判所において裁判を受ける権利」（32条）との関係

　　　　
　　　　★裁判員の選任手続

　９　議院内閣制と国民
　（１）「議院内閣制」とはどんなシステムか？（ｐ１４０）：内閣不信任と衆議院解散



　　　　　　　　　　　①　　　②　　　　⑦　　　③　　　　④
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨
　　　　　　　　　　　　　　⑧　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥
　　　※日本国憲法における権力分立（ｐ１１３）

　　　　《権力は濫用されやすく、集中すると歯止めが利かない！》

→国家権力を複数に分けて互いに牽制させることで、

国民の人権（自由）を保障する（国家権力による人権侵害を防ぐ）。

　　　　①国会→裁判所：弾劾裁判所（裁判官を辞めさせる裁判）
　　　②裁判所→国会：違憲立法審査権（憲法違反の法律を無効に）
　　　　③裁判所→内閣：行政事件についての裁判・違憲審査権　　　　政治の横暴防止
　　　　④内閣→裁判所：最高裁長官の指名・その他の裁判官の任命

　　　　⑤国会→内閣：内閣総理大臣の指名・内閣不信任決議

　　　　⑥内閣→国会：法律案の提出権、衆議院の解散権

　　※国民と立法（国会）・行政（内閣）・司法（裁判所）の関係

　　　　⑦国民→裁判所：最高裁判所裁判官の国民審査、地方裁判所の裁判員

　　　　⑧国民→国会：国会（衆議院・参議院）議員の選挙権【国会は国権の最高機関】
　　　　⑨国民→内閣：世論（内閣支持率の世論調査）

　　※議院内閣制（vs大統領制）

	
	大統領制
	議院内閣制【日本国憲法】

	選任権者
	国民
	議会（国会）

	議会との関係
	互いに独立

（大統領は議員と兼職不可）
	議会：首相の指名・不信任権

（首相は国会議員）

首相：議会の解散権

	特徴
	分離に重点（アメリカ）
→議会は大統領の

政治責任を問えない
	協調に重点（イギリス）
　→政治部門（国会と内閣）　　　　が国民に責任を負う


　（２）国民の意思が政治に反映されるためには・・・（ｐ１１５）
　与党　（国会内の多数派）・　内閣　による政策の立案・遂行

↑

　国会　議員の多数派（衆議院・参議院）

↑

政党が提示する首相候補と公約（政策）を選択

↑

　　国民　の意思決定としての選挙

↓

（首相公選制？）･･･国会多数派が支持しないと政治が停滞
　　　　　　　　人気投票となり独裁制を生む危険

　　※国民の意思が政治（国会）に反映されやすい選挙制度とは？

　　　《「人」を選ぶか？、「政策」を選ぶか？》

　　　①多数代表制＋小選挙区制（一つの選挙区から議員一名を選出）

・・・多数派を形成　死票は出るが、現実の政策決定には近い？
　　　②比例代表制＋拘束名簿式（政党名簿に投票し、獲得議席数を決める）
・・・多様性を反映　死票は少ないが、現実の政策決定には遠い？
　１０　憲法改正
　　　　国会の発議　⇒　国民の承認　⇒　天皇の公布　

　　　　　⇔　閣議決定による解釈改憲（憲法の変遷）
　　※改正の限界

（前文「人類普遍の原理」「これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除」）

　　　　　　制憲権の所在（国民主権）の変更

　　　　　　「根本規範」たる人権の基本原則
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